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1.はじめに
野中 (1997)によれば，組織のコンテインジ、エンシ一理論の主張を端的に表現すると， r唯
一最善の組織化の方法は存在せず，有効な組織化の方法は当該組織が直面する環境の性質に依
存している」ということである[野中(1997)，5ページ]。そしてその根拠づけは，情報処理
モデルの導入によってなされたという。情報処理構造として組織を把握することによって.rあ
る環境の下である組織化の方法が望ましいのは その環境のもたらす意思決定・情報処理負荷
に対して最も有効な情報処理構造を構築しているからである」という理論命題がもたらされた
というのである[野中 (997)，6ペー ジ]。
コンティンジェンシ一理論にたいしては 戦略的選択アプローチから次のような批判が行わ
れたという。「第一に，組織は単に受動的に環境に適応するのではなく，戦略の策定と遂行を
行うことで主体的に環境に適応するということ，第二に，環境が直接的に組織構造の差をもた
らすのではなく，組織構造は組織の意思決定者による選択力の行使を通じて形成されるという
こと， したがって第三に，環境やコンテクストの組織に対する制約は絶対的なものではない，
ということである。J[野中 (1997)，7ページ]そして野中 (1997)では，情報処理モデルに
代わるものとして組織的知識創造モデルが主張され，コンテインジ、エンシ一理論は否定される
ことになる。
経営学領域とは異なり管理会計領域では，コンテインジェンシ一理論的アプローチは命脈を
保っているように見える。
Luft & Shields (2007)は，Accounting， Organizations and Socieかなど主要な六つの雑誌に
2002年までに発表された 275の研究を取り上げ，その内容を図で表している。そこでは，九
つの研究の流れごとに内容がフローチャートで示されている。明確な理論的基礎を持たない研
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究や，理論の進展を支持しない研究は除かれており [Luft& Shields (2007). p.29J.管理会
計実践についての経験的研究のうち，先行社会科学 (social-scienceantecedents) と結びつい
ているものだけが選択されている。
Luft & Shields (2007)は，九つの研究の流れとそれらの先行社会科学について，図表lの
ように示している。ここでは九つの研究の流れの内容をそれぞれ一つの図で示しているので，
Map Aから Map1までのそれぞれが一つの研究の流れを示している。図表lをみるとわかる
ように.三つの流れが経営学のコンテインジェンシ一理論を基礎としている。
図表1 理論に基づく経験的管理会計研究の源
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また.Chenhall (2007)では過去25年間にわたるコンティンジェンシー理論にもとづく膨
大な数の研究を取り上げてレビューしている。 Chenhall(2007)によれば. I近年，こうした
変数(環境，技術，規模.構造.戦略，国の文化…・・森)を含んではいるが現代的用語で再定
義している研究によって，コンティンジェンシ一理論にもとづく研究は人気 (popu!arity)を
維持してきた。」という [Chenhal1(2007). p.l63J。
うえの二つの文献を見るならば組織のコンテインジェンシ一理論とは異なり管理会計領域
では，依然としてコンテインジ、エンシ一理論的アプローチが一定の意義を有していると考えら
れる。わが国においても新江 (2005).星野 (2006)などの研究があり，杉山善浩甲南大学教
授は 2013年6月15日開催の管理会計学会関西中部部会2013年度第 l回大会において. Iコン
テインジ、エンシ一理論の再評価」というテーマで、研究報告をしている。
組織のコンティンジ、ェンシー理論に基づく管理会計研究(以下では，コンテインジ、ェンシー
管理会計と呼ぶことにする)は.基礎理論である組織のコンテインジ、エンシ一理論を失いつつ
ある。いやそれどころか野中 (1997)や松野(1997)では.Iポスト・コンティンジ、エンシ一理論」
という表現すら用いられているのである。
それでは，なぜコンテインジェンシー管理会計が今日に至るまで研究の一つの流れを形成し
ているのであろうか。また，コンテインジェンシー管理会計に将来への展望は聞かれているの
であろうか。こうした疑問にたいする解答をえるためには，乱暴な要約を避けて一つ一つの研
究を丹念にみていくことが必要であろう。その成果として，研究テーマとして存在しうる理由
や将来の展望が見えてくるかもしれない。
初期のレビ‘ュー論文である Otley(1980)は，経験的研究と理論的形成のための論文につい
てコメントしている。本稿では. Otley (1980) (1)でレビ、ユーされている数点の論文のうち，
Bruns & Waterhouse (1975) とHays(1977)二つの経験的研究を取り上げることにする。
2. Bruns & Waterhouse (1975)の研究
Bruns & Waterhouse (1975) (2)では，まず初めに.論文全体の概要がほぼ1ページにわたっ
て示されている。そこでは研究目的について. I本研究は，組織構造という統制の一つの源泉
と，予算というもう一つの源泉との相互作用および関係を調査する。J[Bruns & Waterhouse 
(1975). p.l77Jと述べている。また論文の最後では.I本研究は，予算によって管理されてい
る組織の状況と構造に予算関連行動が条件適応的である程度を調査しようとした。J[Bruns & 
Waterhouse (1975). p.200J とも述べられている。
本論は. I組織と予算統制についての理論JI方法とデータJI結果JI要約と結論Jというか
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たちで展開されている。本稿では「方法とデータ」以外の部分をたどっていくことにする。
「組織と予算統制についての理論」では この研究がとくに組織構造と予算統制という公式
なものの聞の関係について焦点をあてているとしたうえで.I組織構造と統制JI組織構造と知
覚された統制IJI予算統制JI組織構造と予算関連行動」について説明する。
「組織構造と統制Jでは，組織統制戦略として，分権化されてはいるが構造化されているも
の(管理統制戦略.the administrative control strategy)と，組織内の高い階層に意思決定権
限を集中するもの(対人的統制戦略)を挙げ，その選択が組織内外の条件，例えば組織の規
模や技術の複雑化によって限定されると述べている[Bruns& Waterhouse (1975). pp.l78-
179J。組織の規模は諸活動の構造化とプラスに，集権化とはマイナスに結びついているとか，
技術的複雑化も諸活動の構造化とプラスに結びついているという先行研究を紹介している。
「組織構造と知覚された統制」では，管理統制戦略の特徴について.I分権化され構造化され
た組織においては，正規の活動が明確に明らかにされ，責任と権限の領域が明確にされており，
統制は本質的に個人とは関係ない。権限の領域が明確に限定されているのでに意思決定は委譲
できるJ[Bruns & Waterhouse (1975). p.l79Jと述べている。そしてこの結果，個人は限ら
れた権限のなかでは強力な統制を行っていると感じるだろうとしている [Bruns& Waterhouse 
(1975). p.179J。これに対して，集権化(対人統制戦略)は組織の下位の階層の個人には知覚
された統制の減少をもたらすという [Bruns& Waterhouse (1975). p.l79J。また集権化(対
人統制戦略.the interpersonal control strategy)によって，組織自体からだけでなく組織内部
の個人間でも統制が出てくるし是認されるだろうという [Bruns& Waterhouse (1975). p.l80J。
「予算統制」では，予算による統制が権限，責任の問題と関連していることを指摘している。「意
思決定権限が分権化され組織内部のそれぞれがいっそう自律的になるにつれて，管理者はいっ
そう多くの財務変数に責任を負うであろうし，いっそう多くの変数を含むという意味で財務統制
システムはいっそう複雑になるであろう。J[Bruns & Waterhouse (1975). p.l80Jと述べている。
「組織構造と予算関連行動」で初めに提示されているのが，図表2のような研究領域の図である。
図表2 研究領域
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出所:Bruns & Waterhouse (1975). p.181. 
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この図について， Bruns & Waterhouseは次のように説明している [Bruns& Waterhouse 
(1975)， p.l81J。組織状況 (organizationcontext) とは，規模，技術依存(他の組織との関
連において組織が自立的である程度)のような特性のことであり 組織構造はそうした状況に
条件適合的 (contingent)であると考えられている。統制システムの複雑性 (controlsystem 
complexity)と知覚された統制 (perceivedcontrol)は予算関連行動に影響を与えるよう媒介
していると見られている。予算関連行動とは， I管理者の活動，行動，相互作用，およぴ予算
システムに直接，間接に関連する管理者の仕事」と定義されており，具体的にはそうした行動
の量，行動の種類，および組織目標を達成するうえで予算が効果的とみられる程度の観点から
の質と満足があるという。
Bruns & Waterhouseは，予算と組織構造を次のように結びつけている [Bruns& 
Waterhouse (1975)， p.l81J。予算は意思決定環境を構造化するので，分権化されてはいるが
構造化されている組織で支配的な環境のもとでの統制手段としてとくに適切であろうという。
さらに，諸活動の構造化を伴う分権化を可能にする比較的安定的で予測可能な環境は，予算利
用を受け入れる条件を提供し，そして予算は諸活動をさらに構造化するという。
そこでBruns& Waterhouseは.管理統制戦略について次のような仮説を設ける。「われわ
れは，分権化され構造化されている組織においては予算関連行動の量が多くなるという仮説を
たてる。分権化され構造化されている組織においては役割と規則が明確に明らかにされている
ので，諸活動の構造化と知覚された統制はプラスに関連していると予想される。構造化されて
いる状況での個人は，限定された責任領域において自分や他の者がいっそう強い統制を行って
いると知覚するだろう。J[Bruns & Waterhouse (1975)， pp.l81-182J 
これに対して，対人的統制戦略については次のように述べられている [Bruns& 
Waterhouse (1975)， p.l82J。集権化されている組織においては，部下の管理者は権限をあま
り持っておらず，それほど統制をしているとは知覚していない。したがって，個人に予算を達
成することの責任を負わせるどのような試みも大成功するとは思われず，予算にたいするマイ
ナスの態度を生み出すだろうという。この結果 Bruns& Waterhouseは，予算は，分権化さ
れているが構造化されている組織においてよりも.対人的な仕方で用いられるであろうと仮定
する。
以上のような検討を踏まえて， Bruns & Waterhouseは組織状況.構造，予算関連行動の関
連について図表3のように予想する。
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図表3 組織の状況，構造，予算関連行動の聞の予想される関係
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Bruns & Waterhouse は， ["組織論の文献のレビューによって.活動の構造化と権限の
集中とが組織内の行動を統制する二つの重要な手段であることを確認した。J[Bruns & 
Waterhouse (1975)， p，200] という。この二つの聞には，調査の結果，図表3における諸活
動の構造化と集権化との聞には有意なマイナスの関係があった。 Bruns& Waterhouseによれ
ば，この結果は，分権化され構造化された組織(管理統制戦略)と集権化(対人的統制戦略)
とに統制戦略を分類することと一貫しているという [Bruns& Waterhouse (1975)， p.l91J。
Bruns & Waterhouse (1975)は，管理統制戦略における状況，構造，予算関連行動につい
ての有意な関係を図表4のように示している。
図表4 管理統制戦略
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出所:Bruns & Waterhouse (1975)， p.l98. 
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図表4に関する Bruns& Waterhouse (1975)の説明をみていこう。組織の規模が大きくな
るにつれて，規模の経済により多くの専門家が役割を遂行できるようになり，行動を支配する
ための規則と手続きが作られる [Bruns& Waterhouse (1975)， p.l90J。規模，ワークフロー
の統合，諸活動の構造化が関連していることから， r組織が技術的にいっそう複雑になるにつ
れて規模が大きくなり構造化も進む。J[Bruns & Waterhouse (1975)， pp.l90-191J r組織が
専門化，標準化，公式化するつにつれて.管理者はいっそう統制をしていると感じた。J[Bruns 
& Waterhouse (1975)， p.l91J 0 r構造化された組織内の個人は多くの統制をしていると知覚
することがあるので¥予算統制についての知覚された参加という方式は，そうした組織に特有
のことであると思われる。J[Bruns & Waterhouse (1975)， p.l93J r高度に構造化された組織
は，定型的な標準化された活動と結びついている。J[Bruns & Waterhouse (1975)， p.l93J。
「構造の拡大はスタッフ部門からの支援を求めるさいのいっそうの満足と結びついている。」
[Bruns & Waterhouse (1975)， p.l95J 
Bruns & Waterhouse (1975)において管理統制戦略と対置されているのが，対人的統制戦
略である。対人的統制戦略を示しているのが図表5である。
図表5 対人的統制戦略
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出所:Bruns & Wat巴rhouse(1975)， p.l9. 
対人的統制戦略について Bruns& Waterhouse (1975)は，管理統制戦略とは異なり，一つ
の節を設けてその概要を説明している。対人的統制戦略は「小規模あるは他の組織に依存して
いる組織において支配的な」戦略であり， r典型的には重要な意思決定は組織内部で集権的に
行われるか，外部の権限に委ねられる。J[Bruns & Waterhouse (1975)， p.l98Jという。長l
8 一一経 営 論 集一一
律性の欠如および集権化と相関する予算関連行動は上司・部下関係に集中しており， 1""個人は，
予算関連事項について上司，部下にたいしていっそう相互に働きかけていると知覚しており，
予算に到達する方法は受け入れられず，彼らは予算との差異について説明を求められている。」
[Bruns & Waterhouse (1975)， p.l98J しかし個人は上司・部下の関係には満足していると
いう。「自律性の欠如は 予算作成中の予算達成手段についての上司と部下との聞の相互の働
きかけの減少と関連しているように思われるが このことは差異や部下の非有効性に関する上
司・部下の行動についての不満足と結びついているとは思われない。J[Bruns & Waterhous巴
(1975)， p.l99Jという。
以上において， Bruns & Waterhouse (1975)の叙述をたどってきた。彼らの研究結果をま
とめてみよう。
まず組織状況と組織構造については， 1""本研究の発見事項は，組織の榔逃がm椛，技術，依
存(他の組織と関連において組織が自律的である程度)のような環境・組織特性に条件適合的
である(contingent)とみなすことができると結論づけてきた組織研究と一口している。J[Bruns 
& Waterhouse (1975)， p.l77Jと結論づけている。
また，組織構造と予算関連行動との関係については 次のように要約している。「尚度に構
造化された組織(管理統制戦略…森)の管理者は自らをより大きな影枠を与えていると知覚す
る傾向があり，予算策定にいっそう参加し，そして予算関連活動に満足しているように見える。
権限が集中している組織(対人的統制戦略…森)の管理者は，比較的少数の財務変数にi~・任を
負っていると考えられており 上司からの圧力を経験しており 予算をあまり有)IJではなく彼
らの弾力性を制限しているとみている。しかし彼らは，上司による予t~:の利JIJに渦比している
ように見える。J[Bruns & Waterhouse (1975)， p.200J 
この結果，予算の利用についても統制戦略によってその処方遣が異なることになる。 Bruns
& Waterhouse (1975)は，次のように述べている。「これらの発見事項は，異なった種類の組
織においては他の代替的組織統制戦略 (3)が存在しているに違いない，そして予併が組織統制
においてどのように用いられるべきであるかという処方筆は注意深く昔:かれるべきであるとい
う結論をもたらす。J[Bruns & Waterhouse (1975)， p.l78Jその結果， 1""予算編10成への参加的
アプローチは，構造化された組織においていっそう妥当しており，たぶん有効で、あろうJ[Bruns 
& Waterhouse (1975)， p.l98Jという。
3. Hays (1977)の研究
Hays (1977)の最初には，要約 (ABSTRACT)が示されている。そこでは，近代組織論に
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発するモデルが，サブユニットの業績に影響をあたえる三つの条件適合要因 (contingencies). 
すなわち r(l)サブユニット内部の要因(内部要因). (2)他のサブユニットとの関係(相
互依存要因).(3)企業外部の相互作用(環境要因)oJを仮定していると述べられている[Hays
(1977)ふ22]。そのモデルから導き出される三つの命題のうち二つについては，強い支持が発
見されたという[Hays(1977)心22]。そして，最後の節では管理会計にとっての本研究のア
プローチと結果の意味を検討する，と述べられている[Hays(1977)心22]。
Hays (1977)は，序論において自らの問題意識を述べている (4)。業績を財務データによっ
て要約，捕捉できるという仮定(アプローチ)は業績を充分に記述せず，他方で，組織論は組
織一般の評価およびサブユニット個別の評価にたいするより完全なアプローチを提供するとい
う[Hays(1977)ふ22]。そして本論は.r評価モデルJr調査の計画と方法Jr結果Jrインプ
リケーションJという流れとなっており，そのなかで「評価モデルJのなかに「先行研究」と
「命題」があり.r結果」は「製造部門J.r研究開発部門J.r販売部門」に細分されている。
Departmental 
Effcctiveness 
~ 
図表6 評価モデル
Internal 
Interdependency 時せ
へ¥Env…
ぜ一一
出所:Hays (1977). p.23 
Productivity 
Cost behavior 
Supportive relations 
Manpower utilization 
Work group cohesiCln 
Reliability 
Cooperation 
-一ー Flexibility
Planning ability 
__ Share of market 
Dealer opinions 
Environmental stability 
- Environmental diversity 
Hays (1977)の評価モデルは，図表6のように示されている。 Hays(1977)では業績評価
の要因について.J.D.Thompsonの著作から相互依存と環境を導き出しそれにサブユニット
内部の構造と機能を加えている [Hays(1977). pp.23-24J。なお，評価モデルに関連するいく
つかの先行研究を紹介はしているが.rこの領域における大部分の先行研究は，その意図が，
適切に組み立てられたモデルと仮説という文脈での探究というよりも，データの収集と検討で
あるようも見えるという点でアドホックであった。J[Hays (1977). p.24] という。また，関
連する限られた先行研究については，図表6のモデルが充分に説明しうるとしている[Hays
(1977). p.25]。
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Hays (1977)では，評価モデルから三つの命題が導き出され，経験的に検証される。第一
の命題は，製造部門についての次のようなものである [Hays(1977). p.26J。
命題 1:内部変数は製造部門の業績の主要な説明変数である。これに劣るが，相互依存変
数も説明に寄与している (5)。
製造部門の業績の多くを内部変数で説明できるのは 製造部門では因果関係と基準ないしは
目標が比較的適切に設定でき，アウトフ。ットと原価目標は，標準原価差異分析や収益率のよう
な通常の会計技法によって評価できるからであるという [Hays(1977). p.26J。また販売部門，
研究開発部門との関係から，相互依存要因もある程度の説明力があるという[Hays(1977). p.26J。
第二の命題は.研究開発部門についてのものである。
命題2:相互依存変数は，研究開発部門の業績の主要な説明変数である。
研究開発部門では望ましさの基準が股昧であるので 内部変数は研究開発部門の業績を説明
するさいには限定的な影響しかない。研究開発部門のアウトプットや他のサブユニットにとっ
ての価値を，予算原価の達成度によって見通すことはほとんどできない。こうした理由により，
相互依存関係の性格と協力により他のサブユニットの期待を満たす程度とが主要な評価要因
であろうという[Hays(1977). p.26J。
販売部門についての命題が，第三の命題である。
命題3:環境変数と相互依存変数は，販売部門の業績の説明にたいしてほほ等しい貢献を
している。
販売部門のような境界架橋的なサブユニットは，まず第一に環境の制約と条件適合要因
(contingencies)に対処するので，環境の性格が決定的に重要である [Hays(1977). p目26J。また，
販売部門は製品の流れの関係で製造部門との関係が重要で、あるとともに，環境との相互関係が
企業の主要な課題であるので，販売部門の全体的な評価のもう一つの要素はこうした関係の評
価であるという[Hays(1977). p.26J。
「評価モデル」の次の節は.r調査の計画と方法」である[Hays(1977). pp.26-28J。調査対
象企業は，従業員が500名以上であり，研究開発部門を有している企業とされた。質問票は，
109企業の製造，販売.研究開発の管理者に送付されるとともに，各部門の有効性についての
判断を求めるためにコントローラーにも送られ，パス解析の従属変数として用いられた。質問
票は430通送られ，回収されたものは274通.回収率は63.7%であった。データ分析は最初
に因子分析が行われ，それがパス解析のインプットとされた。
「結果」については，命題の順番で部門ごとに述べられている。
最初に取り上げられているのは 製造部門である。製造部門についての調査結果は図表7の
ように示されている。
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図表7 製造部門
2. Leadership abili!y 01 
super¥'lso同
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• Straight lincs rcfcr to paths of inf1ucnce， indirection of arrow: respcctivc path coefficients are indicated on each 
Curved lines and associalcd numbers rcfcr 10 corrclations bClween variables. Sizc orrespective coefficients ofdctcrmina-
lion includcd in accompanying table. 
出ifr目 Hays(1977). p.32. 
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内部変数のパス解析の係数と決定係数が高いことは，内部変数の説明力を示している。とく
に.Own judgement on performanceは最大のパス係数で製造部門の有効性を最も説明してお
り，すべての内部変数を要約していると解釈されている[Hays(1977). p.30J。
また，販売部門との相互依存 (Marketingmanagers' judgment on performance)は，命題
で仮定されている通り，内部変数に続く 2番目の説明力(，3039)を有しているが，製造部門
管理者との相関はマイナス(-.2795)であり，反対に作用しているであろうという [Hays(1977). 
pp.30-31J。
さらに，環境変数 (Importanceof meeting future delivery schedules)のパス係数がマイナ
ス (-.2385)であることは.充分な注文のリードタイムによって製造部門にたいする環境の影
響が減じられているということを意味している [Hays(1977). p.31J。
以上の結果， Hays (1977)は.製造部門の有効性にについての第一の命題が強く支持さ
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れているとしている [Hays(1977). p.29 & p.31J。
次に，研究開発部門についてみていこう。
研究開発部門についての命題2は，相互依存変数が有効性の主要な説明変数であるというも
のであった [Hays(1977). p.32J。図表8は，研究開発部門の調査結果である。
Dircct clTcl.:t: r;.! 
図表8 研究開発部門
1. Ability of iinancial data 
to measure p~rformance 
(internal) 
2. Cooperation on joint tasks 
with markeling 
(interdependence) 
-.2217 
J. Imporlance of improving 
prodUCI qualily 
(en¥ironmcntal) 
Cocllkicnts of Dc:(crminaIIon 
InLlIrc.:t clTc，: p).，PrIlj 
Nel dTcCl 
• Straight Iincs refer 10 p叫hsof inf1uence， indìr~clion of arrow; rc詩pcli..cpalh codlicicnts are indic・Ilcdon cach 
Curved lines and associatcd numbcrs rcfer (0 correlations belwccn 川 riabh:s.Si目。frcspcctivecoclTIcicnls of detcrmina-
lion includcd in accompanying lable. 
出所:Hays (1977). p.3 
この図表を見ると.Il.業績を測定する財務データの能力(内部)Jのパス係数が.6021で
あり，命題2が容易に棄却されるように見える。しかし，財務データが自部門の業績を測定す
るためにどの程度適当であるかについての回答は. 5段階評価で，製造部門が3.64.販売部門
が3.24であるのに対して，研究開発部門は 2.62と著しく低く.研究開発部門の管理者は自部
門について財務尺度は適当でないと知覚している[Hays(1977). pp.32-33J 0 Hays (1977)は，
非財務データについての経験がほとんどなく研究開発部門の評価の困難性を経験しているの
で，評価尺度を財務データに頼っているのだとしている[Hays(1977). p.33J。
12.販売との共同作業に関する協力」はパス係数は-.3017である。これは販売との協力が
有効性とは逆の関係にあることを意味していて，その原因はたぶん特定の共同作業の緊急度に
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ついての知覚の相違であるという [Hays(1977). p.34J。
結論的に Hays(1977)は，次のように述べている [Hays(1977). p.34J 0 r研究開発の有効
性を評価するうえでの，モデルの相互依存の重要性に関する兆候が 結果によって提供されて
いる。しかしながら，主たる結論は，提起された命題についての一層の探究が要求されている
ということであるに違いない。J
第三の命題は販売部門についてのものである。そこでは，販売部門の有効性にたいしては
相互依存変数と環境変数とがほぼ同じ程度の説明力を有するとされている。これについての調
査結果が図表9である。
Direct effect : p;.j 
Indirect etrect: PY'IP'I'/IJ 
Nel elTecl 
図表9 販売部門
.J066 
5. Importance. of meeling 
future product require-
ments of custome四
(environmenlal) 
Coefficients of Determination 
• Straight lines rcfcr (0 p叫hsof innucnce. in dircction of arrow; rcspcclivc palh cocJflcicnts are indicatcd on cach 
Curved Iines and associated numbcrs rcfcr 10 corrclulions bclwccn variablcs. Size orrespcctivc cocUicicnts ofdclermina-
tion included in accompanying table 
出所:Hays (1977). p.35 
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図表9の決定係数を見ると，環境変数(変数4と変数5)の純効果はほぼ35%であり.他
よりもずっと大きな影響力を示している[Hays(1977). p.34J。これに対して，命題3では環
境変数とほぼ同様の説明力とされた相互依存変数のパス係数と決定係数はとても低く，重要性
は想定されたよりも低い[Hays(1977). p.34J。しかし，有効性の差異を説明するうえでの変
数4r現在の製品の質を維持することの重要性(環境変数)Jの大きさと影響は，販売部門の
人聞は環境からのフィードパックによって，製品の質にたいするなんらかの統制を行いうるだ
ろうということを意味しており 変数2r業績についての製造部門の管理者の判断(相互依存
変数)J.変数3r製造部門との共同作業で高い成果を挙げるプレッシャー感(相互依存変数)J
との相聞はこの解釈を示唆しているという [Hays(1977). p.34J。
Hays (1977)は，変数1r業績についての自身の判断(内部変数)Jと変数5r刷客による
将来の製品要求を満たすことの重要性」との関係についても注目している。このおliひ、っきの一
つの面は，企業と環境との架橋的役割を果たす部門の能力であり，それは「内部の作業業績は
環境についての要求を満たすことと結びついている」ことを示しているという [Hays(1977). 
p.36J。
Hays (1977)は，販売部門についての分析を次のようにまとめている。「変数およびその相
互関係についての検討は，販売部門の有効性について提起された命題についてのかなりの支持
を示している。しかしながら，環境変数のほうが相互依存変数よりも説明に寄与しているだろ
う。J[Hays (1977). p.36J 
三つの命題全体の検証結果については，次のように要約されている。「三つのl~III"Jすべてに
ついての結果の評価は，製造部門と販売部門の命題について強い支持を示しているとともに，
研究開発部門についてはそうした支持の徴候を示している。J[Hays (1977). p.36J 
Hays (1977)の最後は，ほほ2ページにわたる IMPLICATIONSという節である。そこでは，
調査結果を踏まえ，伝統的管理会計が有効性について比較的小さな説明力しかないことが指摘
されている [Hays(1977). p.36J。管理会計にとって Hays(1977)の全体的な合意は厳しい
もので、あって，そのことは，必ずしも普遍的に適用可能ではない手法を採用するだけではなく，
評価にたいするアプローチについての新たな方向付けをも意味しているという [Hays(1977). 
p.38J。そして最後に，次のように締めくくられている。「はっきり述べるとCindded).サブユニッ
トの種類，サブユニットの相互関係，サブユニットの働きにたいする環境的影響の程度によっ
て適切な評価方法が決定されるべきであるので コンテインジ、ェンシー・アプローチが管理会
計に取り入れられるべきである， というのが(本研究の・…・・森)主たる合意である。J[Hays 
(1977). p.38J 
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4.むすび
Otley (1980)は， Bruns & Waterhouse (1975) とHays(1977)について要約しコメント
を述べている。
Otley (1980)は，Bruns & Waterhouse (1975)の主張を， I管理者の『予算関連行動は，集権化，
自律性，活動が構造化されている程度のような，組織構造の種々の側面に条件適合的である。.IJ
とまとめている。そして，異なる組織種類では異なる戦略が適当であると結論づけており，つ
いには管理統制戦略と対人的統制戦略が異なる種類の組織体制と結びついている，と述べてい
るとしている [Otley(1980)， p.417J。
Hays (1977)については，まずサブユニットの業績に影響をあたえるとものとしてサブユニッ
トの相互依存，環境との関係，当該サブユニット内部の要因が提案されていると述べ， Hays 
(1977)の結論を次のようにまとめている (6)0 I異なった種類のサブpユニット(すなわち製造，
販売，研究開発)の有効性が，これらの条件適合変数の結びつきの相違によって説明されると
いう仮説を Haysのデータは支持している，と彼は結論づけている。J[Ot1ey (1980)， p.417J 
Otley (1980)は，主として上の二つの研究を踏まえて，経験的研究が多くの理由で明快な
結果を提供していないとして，その理由を3点挙げている [Otley(1980)， pp.417-418J。第一は，
多様な独立変数と従属変数が仮定されており，研究開にはごく一般的な類似点しか存在しない
ということである。第二は，多数の変数を統計的に減らしているが，そうした方法は一般的には，
累加的な研究結果を生み出さないということである。第三は， Hays (1977)を除いて，条件
適合変数 (contingentvariables)と会計システムのタイプとの結びつきだけが報告されていて，
会計システムの有効性を測定しようとはされていないということである。ここから導き出され
る結論については，次のように述べている。「結論づけることのできることのすべては，いく
つかの仮定された条件適合変数と会計システムの一定の特徴との聞にはなんらかの結びつきが
存在しているということである。J[Otley (1980)， p.418J 
しかしながら，その後20年近く経過しでも，状況はほとんと守変わっていない。 Fisher(1998) 
では，条件適合要因の全体がまだ確認されていない，条件適合変数の聞の関係を調べる必要が
ある，統制システムを定義するうえでの明快さの欠如が統制システムの境界を明らかにするう
えでの困難をもたらしている，結果変数(従属変数)の概念化が貧弱である，などという指摘
がなされているのである [Fisher(1998)， p.61J。また， 1970年代からの研究をサーベイした
Chenhall (2003)， Chenhall (2007)でも 包括的な成果が得られているわけではない。たと
え批判的に評価するという立場を考慮したとしても， 1970年代に始まるコンティンジ、エンシー
管理会計の研究は，実務にその成果を還元するレベルにまで到達しているとは言いがたいので
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ある。
コンテインジ、エンシー管理会計は，基礎としている組織のコンティンジ、エンシー理論の衰微
(7)に伴い，一時の流行としてこのまま人気を失っていくのであろうか。いましばらくは先行
研究を地道にたどり.今後の展望をえたい。
注(1 ) Otley (1980)を紹介した論文としては，斎藤 (1989)がある。本稿に関連した部分は49ページと 55ペー
ジであるので参照のこと。
(2) Bruns & Waterhouse (1975)を紹介した論文としては，近藤(1987)がある。本稿に関連した部分は
17-18ページであるので参照のこと。
(3)ここで代替的組織統制戦略とは，彼らが管理統制戦略 (theadministrative control strategy)と対人的
統制戦略 (theinterpersonal control strategy)と呼んでいるものである。
(4) Hays (1977)の23ページの l行自からI"THEASSESSMENT MODELJの前までは.本来は序論で
はなく.24ページのI"PreviousResearchJの前に掲載されるべきものであった [AmericanAccounting 
Association (1977). pp.765-767J。本稿ではこのことを認識したうえで，当該部分を取り上げるときには，
出所を p.23と表記することにする。
(5)伊藤 (1979).49ページの訳を参考にした。
( 6) Hays (1977)にたいしては.Tiessen & Waterhouse (1978) という厳しい批判がある。 Tiessen& 
Waterhouse (1978)は次の四つの疑問を提起している [Tiessen& Waterhouse (1978). p.523J。
(a)提示されたモデルにおいて，条件適合の諸次元は適切に挙げられているか。
(b)業級尺度(基準)が有効性業績の原因(決定要因あるいは説明要因)と混同されていないか。
(c)独立変数がサブユニットの有効性を測定しているか。
(d)因子分析が適切に用いられ報告されているか。
そして，全体として次のように結論づけている。「管理者の行動とサブユニットの有効性との問の因果
的結びつきについての理論的展開と経験的結果は，業紋評価法としての予算や他の財務データの正確
性.1Ii要性についての彼 (Hays(1977) ・・森)の批判を正当化するには不充分である.J [Tiessen & 
Waterhouse (1978). p.523J 
これにたいしては.Hays (1978) も同様に厳しい表現で反論している。個別に反論したうえで，
Tiessen & Waterhouse (1978)では，研究ではめったに使われない「妥当J.I正しくない」という情緒的，
佃i値包合的表現を使うことなく指摘できるべきであったとしている [Hays(1978). p.532J。誇張が彼ら
に過皮の確信をもたらし，彼らのコメントの欠点や矛盾を認識できなくしているという。そして最後に，
Hays (1977)の研究が理想的でも完全でもないことは述べられており.Tiessen & Waterhouse (1978) 
はそれを見逃しているという [Hays(1978). p. 532J。
この Tiessen& Waterhouse (1978)の批判およびそれにたいする Hays(1978)による反論について
は.Otley (1980)が高く評価している。条件適合的アプローチの正当化を試みるさいの概念的，経験的
諸問題の多くを指摘しているので.Hays (1977)のデータは仮説を立証できていないという Tiessen& 
Waterhouse(1978)の批判は.Hays (1978)とともに綿密に検討するに値するという [Otley(1980). p.417J。
(7)表現が強すぎるかもしれない。たとえば青木 (1997)では，日本企業の組織変革の分析においてはグ
jレ}プ企業の影響を無視することができず. 1"1企業の組織構造 組織過程のみを分析の対象としている
コンテインジェンシー理論を日本企業の分析に適用する際には，慎重な吟味が必要である」という[青
木 (1997).82ページ]。
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